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事業事前評価表(技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 6 月 2 日 

担当部署：JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第一課 

1. 案件名 

フィジー国廃棄物減量化・資源化促進プロジェクト 

 

2. 協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は、フィジー国において、フィジー国の特性に合わせた 3R1（発生抑制、再利用、

返却）モデルの構築を通して、土地・鉱物資源・環境省環境局、ラウトカ市及びナンディ町

における 3R に係るキャパシティが向上することを目標とし、①ラウトカ市及びナンディ町

における 3R に焦点を当てた固形廃棄物管理計画の作成、②パイロットプロジェクトの実施

と、その成果のラウトカ市及びナンディ町全域への拡大を通じた 3R 推進能力の獲得、③啓

発活動による住民意識の向上、④フィジー国の特性に合わせた 3R モデルの構築・提案、の

４コンポーネントについての技術協力を行う。 

(2) 協力期間 

2008 年 10 月から 2012 年 3 月（3 年 6 ヶ月間）

(3) 協力総額（日本側） 

約 2.8 億円 

(4) 協力相手先機関 

環境局（Department of Environment）、ラウトカ

市、ナンディ町 

(5) 国内協力機関 

  未定 

(6) 裨益対象者及び規模 

対象地域：ラウトカ市及びナンディ町 

直接裨益者：環境局職員、ラウトカ市及びナンディ町自治体職員（計約 20 名） 

間接裨益者：ラウトカ市及びナンディ町の一般住民約 65,000 人、リサイクル業者(数社) 

3. 協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

フィジー国を含む大洋州の島嶼国では、生活物資のほとんどを輸入に頼っている状況であり、

その多くが消費された後に廃棄物として島の中にとどまっている。また、国土の狭小性といった

地理的条件や伝統的な土地所有制度などの社会的背景から適切な廃棄物処分場の確保が困難な

場合が多く、2003 年の第 3 回太平洋・島サミット（沖縄）においても、廃棄物管理が「最も緊

急かつ困難な課題」とされている。このような状況下、フィジーでは現存する処分場のほとんど

が十分な覆土が行われていないオープンダンピングであり、また浸出水の処理施設も未整備であ

るなど技術的な管理能力も伴っていない状況であり、経済的に重要な海や山などの観光・産業資

源や、公衆衛生への悪影響が問題となっている。近年は生活様式の近代化、インド系住民が耕作

するサトウキビ畑のリース契約切れに伴う地方部での失業者の増加と、その結果としての都市へ

の人口流入が著しい。また、都市部住民を中心とした所得の向上2による輸入品の増加3などによ

り、都市部における廃棄物の多種・多量化が進み、その適正な処理が喫緊の課題となっている。

フィジー国政府は、ごみ収集から最終処分までを含めた一連の廃棄物適正処理を各自治体単独

                                                  
1 一般的な reduce, reuse, recycle ではなく、島嶼国の現状に即した島嶼国版 3R として、reduce, reuse, 

return(return for recycle)を示す。 
2 一人あたり GDP（名目）が 2,031USD（2000 年）から 3,229USD（2004 年）へと急増している。（ESCAP ホームペ

ージ） 
3 輸入総額は 18 億 FJD（2000 年）から、31 億 FJD（2006 年）へと激増している。（Fiji Island Bureau of Statistic

ホームページ） 
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で行なうのは困難と考えており、広域処理を基本とした廃棄物管理を推進する計画である。その

ために、自治体の能力向上、ごみの減量化・資源化促進などのソフト面への取組み、さらにはご

みの収集・運搬コストの軽減と既存処分場の延命化及び衛生埋立への改善が不可欠であるとし、

2005 年 8 月、我が国に技術協力プロジェクト「廃棄物減量化・資源化促進プロジェクト」を要

請した。 

(2) 相手国政府政策上の位置付け 

フィジー国政府が 2006 年に作成した戦略開発計画 2007-2011（改訂中）では「持続可能な社会

と環境の両立」は政府の基本方針の 1 つであり、「廃棄物の適切な管理」も重要項目として含ま

れている。制度面では、2005 年 3 月に「環境管理法」が法制化され、同年 8 月には廃棄物減量

化を通した廃棄物適正管理と環境への負荷低減を目指す「国家固形廃棄物管理戦略・行動計画」

が策定されている。また、「環境管理法」の施行細則を定める「環境管理規則」も 2008 年 1 月か

ら発効したほか、2008 年、国家固形廃棄物管理戦略・アクションプラン 2008-2010 も発表され

ている。本プロジェクトはこれらの計画を体現化する事業の 1 つと位置付けられる。 

 

(3) わが国援助政策との関連・JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

2000 年に開催された「第 2 回太平洋・島サミット」での宮崎イニシアティブ、2003 年の「第

3 回太平洋・島サミット」での沖縄イニシアティブ、さらに 2006 年に開催された「第 4 回太平

洋・島サミット」での沖縄パートナーシップにおいて、わが国はフィジー国を含む太平洋島嶼国

に対して廃棄物処理に関する協力を実施していくことを表明し、これまでさまざまな支援を行っ

てきている。また JICA はフィジー国に対する国別事業実施計画において、「環境保全」を 4 つ

の開発重点課題分野のうちの 1 つに位置づけており、そのなかで廃棄物対策プログラムを実施し

ている。本プロジェクトは同プログラムを構成する一事業と位置付けられる。 

 

(4) 他の援助スキーム・援助機関との関係 

現在、フィジー国における廃棄物管理に係る他援助機関の支援は、以下のとおり。 

1) EU は 2005 年、首都スバ近郊に 8.5 百万ユーロ（12.5 億円）を投じてナンボロ処分場を建設

したが、運営管理に関する自治体間の合意形成、運営管理会社との契約条件変更、収集運搬

の効率性向上などの様々な課題を有している。同事業から得られる教訓を本プロジェクトに

反映し、中央政府を含めて、ラウトカ市及びナンディ町の自治体との調整を事前調査で十分

に行った。また、本プロジェクトでは、重要な成果として住民意識の向上にも取り組む計画

とした。 

2) 今後 EU は、ナンボロ処分場の建設に伴い閉鎖したラミ処分場のリハビリ事業（①処分場

の整地、②覆土、③発生ガスの収集と燃焼処理）の実施を 2008 年から 2.7 百万ユーロ（4.4

億円）の規模で計画している。 

3) フランス開発庁（AFD）は国連環境計画（UNEP）と共同で、2008 年より大洋州地域にお

ける廃棄物分野の地域プログラムを総額 600 万米ドルの規模で実施する予定である。太平洋

地域環境計画（SPREP）加盟国を対象とし、太平洋全域・サブ地域・国別個別プロジェクト

についてプロポーザル方式での資金拠出プログラムを予定している。協力内容によっては、

本プロジェクトと連携できる可能性もある。 

上記のとおり、現時点で本プロジェクトと分野及び地域が重複している事業は無いが、事業によ

っては今後情報共有や連携の可能性はある。 

 また、同地域には環境教育分野等の青年海外協力隊員の派遣が検討されており、本プロジェク

トと同隊員の活動期間が重なった場合、副次的な相乗効果も期待ができる。 

 

4. 協力の枠組み 
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〔概要〕 

 本プロジェクトは、上位目標であるフィジー西部地域を中心とした 3R（発生抑制、再利用、

返却）普及の進展を目指し、ラウトカ市及びナンディ町における廃棄物管理計画の作成、3R 推

進パイロットプロジェクト、対象地域全体での 3R 推進及び啓発活動による住民意識向上を通じ

てフィジー国の特性に合わせた 3Ｒモデルを構築することにより、環境局、ラウトカ市及びナン

ディ町の廃棄物管理にかかるキャパシティを強化するものである。 

 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【目標】フィジー国の特性に合わせた 3R（発生抑制、再利用、返却）モデルの構築をとおし

て、環境局、ラウトカ市、及びナンディ町における 3R に係るキャパシティが向上

する。 

【指標】 

1. 3R 推進のためのセミナー/ワークショップが、少なくとも XX 回環境局によって実施

される。 

2. 3R 推進のためのアクションプラン（案）が環境局によって策定される。 

3. 3R 推進のための政策と予算が環境局において確保される。 

4. ラウトカ市及びナンディ町における最終処分される廃棄物の量が XX％減少する。 

（XX は、プロジェクト開始後に調査を行い、ターゲット地域の廃棄物管理の現状を把握

し、C/P と調整の上数値を選定し、合同調整委員会で決定する。） 

 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標･目標値 

【目標】フィジーの西部地域を中心として、3R の普及が進展する。 

【指標】 

1. フィジーの西部地域を中心として、地方自治体がフィジー国の特性に合わせた 3R

モデルを導入する。 

 

(2) 成果(アウトプット)、そのための活動、指標･目標値 

アウトプット 1．ラウトカ市及びナンディ町における 3R に焦点を当てた固形廃棄物管理計画

が、それぞれ作成される。 

【指標】 

1. 固形廃棄物管理計画を作成する。 

【活動】  

1. 固形廃棄物管理の現状を調査する。 

2. ラウトカ処分場の現地調査を実施する。 

3. 固形廃棄物の排出から最終処分までの流れを明らかにし、課題を特定する。 

4. 固形廃棄物管理計画骨子を策定する。 

5. 固形廃棄物管理計画骨子に関する合意を関係者間で形成する。 

6. 固形廃棄物管理計画骨子に基づき、固形廃棄物管理計画案を作成する。 

7. 固形廃棄物管理計画を最終化する。 

 

アウトプット 2．パイロットプロジェクトの実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町自治

体が、適切な廃棄物管理能力を獲得する。 

【指標】 
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1. パイロットプロジェクト報告書を作成する。 

2. ラウトカ処分場において一部改善された区画が計画どおり運営される。 

【活動】 

1. コミュニティ調査を実施する。 

2. コミュニティ調査結果を基にパイロットエリアを選定する。 

3. 3R パイロットプロジェクト計画（有機廃棄物のコンポスト化を含む）を作成する。

4. ラウトカ処分場一部改善パイロットプロジェクト計画を作成する。 

5. パイロットプロジェクトを実施するために必要な研修、業務をとおした実習などを

ラウトカ市及びナンディ町自治体職員に対して実施する。 

6. ラウトカ処分場一部改善パイロットプロジェクトに必要な環境影響評価（EIA）手

続きを実施する。 

7. 3R パイロットプロジェクトを実施する。 

8. ラウトカ処分場一部改善パイロットプロジェクトを実施する。 

9. パイロットプロジェクトを検証・評価する。 

 

アウトプット 3．ラウトカ市及びナンディ町全域における 3R の実施を通じて、ラウトカ市及

びナンディ町が、3R 推進能力を獲得する。 

【指標】 

1. ラウトカ市及びナンディ町の XX％世帯が 3R に係る研修やセミナーに参加する。

2. ラウトカ市及びナンディ町の XX％世帯が 3R を実施する。 

3. 分別ステーションが少なくとも 1 カ所/XX 世帯設置される。 

4. 3R 推進活動評価報告書を作成する。 

（XX は、プロジェクト開始後に調査を行い、ターゲット地域の廃棄物管理の現状を把握

し、C/P と調整の上数値を選定し、合同調整委員会で決定する。） 

【活動】 

1. ラウトカ市、ナンディ町全域を対象とする 3R 推進アクションプランを作成する。

2. 3R 推進を実施するために必要な研修、業務をとおした実習などをラウトカ市及び

ナンディ町自治体職員に対して実施する。 

3. 3R 推進を実施する。 

4. 3R 推進活動を検証・評価する。 

 

アウトプット 4．3R 促進に係る環境教育活動を通じて、ラウトカ市及びナンディ町の住民の

意識が向上する。 

【指標】 

1. ラウトカ市及びナンディ町の XX％世帯の意識が向上する。 

（XX は、プロジェクト開始後に調査を行い、ターゲット地域の廃棄物管理の現状を把握

し、C/P と調整の上数値を選定し、合同調整委員会で決定する。） 

【活動】 

1. 日本、フィジーおよび他国における環境教育教材・計画をレビューする。 

2. 効果的な環境教育教材・プログラムを作成する。 

3. 研修、業務をとおした実習などを、ラウトカ市およびナンディ町において 3R に関

係する団体・個人に対して実施する。 

4. パイロット地域において環境教育教材・プログラムを導入する。 

5. 環境教育教材・プログラムの評価を行う。 

6. 環境教育教材・プログラムを改善する。 
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7. 環境教育教材・プログラムを活用した意識向上活動を、ラウトカ市およびナンディ

町において実施する。 

 

アウトプット 5．フィジー国の特性に合わせた 3R モデルが構築・提案される。 

【指標】 

1. ガイドライン、マニュアルなどを作成する。 

2. ガイドライン、マニュアルなどを提案するためのセミナーを、廃棄物回収を実施し

ている他の地方自治体の半数以上に対して実施する。 

【活動】 

1. 3R 推進に係るプロジェクト活動のプロセスと結果を検証し、教訓を抽出する。 

2. フィジー国の特性に合わせた 3R モデルのガイドライン（案）、マニュアル（案）

などを同モデルの推進を目的に作成する。 

3. ガイドライン、マニュアルなどを最終化する。 

4. ガイドライン、マニュアルなどを他の地方自治体に提案するためのセミナーを実施

する。 

 

(3) 投入（インプット） 

1) 日本側 

①派遣専門家の分野 

総括、固形廃棄物管理、廃棄物減量化/リサイクル、固形廃棄物教育及び意識向上、キ

ャパシティ評価、財務・制度・組織、最終処分(処分場の計画、建設、運営)、収集・運

搬、環境社会配慮、業務調整 

②カウンターパート研修 

③機材供与 

2) フィジー側 

①カウンターパート 

 必要な数のカウンターパートをラウトカ市とナンディ町において配置する 

②専門家執務室と設備 

 専門家執務室と設備 

③資機材 

④運営管理費 

⑤その他 

 必要なデータ、情報の提供 

 

(4) 外部条件（リスク要因） 

1) 前提条件 

 なし 

2) 成果達成のための外部条件 

 なし 

3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

 カウンターパートが固形廃棄物管理分野の業務に従事し続ける。 

 フィジーにおいて政治的混乱が発生しない。 

4) 上位目標達成のための外部条件 

 フィジー西部を中心とした地域に新たな処分場が建設されることによって、3R に関

する意識が低下しない。 
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 フィジー西部を中心とした地域の他の地方自治体における固形廃棄物管理政策が大

きく変更されない。 

 リサイクル商品市場において大きな変化が発生しない。 

5. 評価 5 項目による事業評価分析結果 

(1) 妥当性 

本案件は以下の点から妥当性が高いと判断できる。 

1)「3. 協力の必要性位置付け(1)現状及び問題点」で述べたとおり、フィジー国ではその国土

の狭小性、都市への人口集中、所得の向上による生活習慣の変化により、廃棄物管理が「最

も緊急かつ困難な課題」とされており、本プロジェクトはこの課題解決に取り組むもので

ある。 

2) わが国は効率的な分別収集・運搬、衛生埋立処分場の開発等、廃棄物管理分野において高

い技術・豊富な経験を有しており、本プロジェクトは日本の経験を活かすことができる。 

3) 我が国は、2000 年度からサモアを拠点に、フィジー国を含む大洋州地域における同分野の

技術協力を継続し、経験を蓄積してきている。実施中の技術協力プロジェクト「サモア国

太平洋廃棄物管理プロジェクト」（2006 年～2010 年）は、太平洋島嶼国各国を対象に、SPREP

加盟国により 2005 年に承認された大洋州地域廃棄物管理地域戦略の実施支援、地域内の廃

棄物管理にかかる経験・教訓の共有等を行っている。同プロジェクトの研修への本プロジ

ェクト関係者の参加等を通じて、両プロジェクトの経験を相互に活用することができる。 

4「3. 協力の必要性位置付け(4)他の援助スキーム・援助機関との関係」で述べたとおり、本プ

ロジェクトと分野及び地域が重複する事業は、他ドナーによって実施・計画されていない。

 

(2) 有効性 

本案件は以下の理由から有効性が見込める。 

1) フィジー国のような狭小な島嶼国では、廃棄物管理の基本はその減量化である。本プロジ

ェクトにおいては、フィジー国の状況に適応させた減量化手法をフィジー国の特性に合わ

せた 3R としてモデル化することで、同国の廃棄物問題に的確に対応できる。 

2) プロジェクト目標は「環境局、ラウトカ市及びナンディ町の 3R に係るキャパシティ開発」

であり、その達成を確認するために、主に組織・社会レベルの変化を示す指標が明確に設

定されている。 

3) プロジェクトの成果は大別して、「対象地域における 3R の推進」「フィジー国の特性に合わ

せた 3R モデルの構築」である。これらを達成することで、プロジェクト目標の達成に寄与

すると期待される。 

4）的確な指標の設定に必要な活動が内包化されており、現状に即した指標が設定される仕組

みが構築されている。 

5) プロジェクト目標を達成するための外部条件には、「C/P の継続勤務」と「政治的混乱が発

生しないこと」が設定されており、プロジェクトの円滑な実施のために、必要な事項が設

定されている。 

 

(3) 効率性 

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

1) 成果達成のために必要な活動と投入が絞り込まれており、効率的な活動・投入スケジュー

ルが計画されている。また、留意点としても①遅延のないタイムリーな専門家派遣、②専

門家不在期間の運営体制構築（民活で実施する場合）、③C/P に過剰な負荷をかけない等の

事項も検証されており、プロジェクトの円滑な実施のため様々な検討が行われている。 

2) 本プロジェクトでは、先行する他ドナーの類似案件での経験および事例を分析することに
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より、その内容やアプローチ手法が選択されており、効率的なプロジェクト実施が期待さ

れる。 

 

(4) インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

1) プロジェクト目標の達成により、フィジー国の特性に合わせた 3R モデルが構築され、モデ

ル普及のために必要な環境局の予算措置や政策も整備されるため、上位目標である西部地

域を中心としたフィジーにおける 3R モデルの普及が進展する見込みは高い。上位目標を達

成するための外部条件である、3R に沿った廃棄物管理政策も変更される可能性は低い。 

2) 本プロジェクトにより廃棄物減量化の効果が明確に示されることにより、3R への取り組み

を強化する方向で、フィジー国における既存の制度・政策に影響を与えることが期待され

る。 

3) 廃棄物管理に係る予算の減少は想定されないが、その変化には注視する必要がある。2007

年度の環境局の事業予算（人件費を除く）の 67％はナンボロ処分場の運営管理会社への補

填金であるが、その管理を委託されている企業との契約は 2010 年で満期を迎え、その後の

変化が予想される。また 3R の推進により廃棄物が減量化され、廃棄物の持ち込み料金が従

量制となれば、その収入は減るため、他の予算に影響を与えることも考えられる。 

4) 本プロジェクトではフィジー国の特性に合わせた 3R の構築を目標としているが、周辺の島

嶼国における廃棄物管理に係る問題も類似しているため、本プロジェクトにおいて構築し

た 3R モデルをベースに大洋州地域に 3R が普及することが期待される。 

5) 上位目標の達成に伴い、西部地域を中心に 3R が推進されることによりリサイクル市場、リ

ユース市場、廃棄物を使った産業（コンポストを使った作物栽培など）の拡大・活性化、

環境改善による 2 次的裨益（観光、農漁業、住民の健康などの増進）が期待される。 

6) 他方、処分場に廃棄される有価物の収集により収入を得ていたウエストピッカーが、廃棄

物の減量化に伴って経済機会を喪失することが予想され、以下「6. 貧困・ジェンダー・環

境等への配慮」で後述するとおり、緩和策を講じる必要がある。 

 

(5) 自立発展性 

 本案件は以下の点から自立発展性が見込まれる。 

1) 本プロジェクトに必要な外部要因の大きな変化は予見されないため、プロジェクトによる

正のインパクトを持続させる外部条件は整っていると思われる。 

2) 近年フィジー国の政策・制度は廃棄物減量化を強化する方向にあり、当面この流れが変わ

ることは予見されない。 

3) 環境局、ラウトカ市及びナンディ町自治体において廃棄物管理を担当する職員の増加・減

少の予定はない。 

4) 本プロジェクトでは、一般的な 3R を狭小な島嶼国向けにアレンジした 3R モデルを構築す

る。本プロジェクト対象地域と同様に、廃棄物減量化・資源化を課題として抱える地域は

多く存在するため、さらに他地域へ普及する見込みは高い。 

5) 自立発展性を阻害する社会・文化・環境の負の要因は見あたらない。 

6. 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

(1) 廃棄物の減量化に伴い、処分場に廃棄される有価物の収集を収入源としているウエストピッ

カーが被る経済機会の喪失に配慮し、その影響の緩和を検討する必要がある。例として、ト

ラックスケールやシュレッダーが供与された場合のオペレーターやその補助員、分別ステー

ションにおける分別指導員として雇用することや、リサイクル企業への雇用促進（分別とリ

サイクルが促進されれば、リサイクル業者の業務は拡大する）などが考えられる。 
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(2) 本プロジェクトで実施される予定のラウトカ処分場一部改善事業については、フィジー国の

環境管理法規、具体的には「環境管理法」、及びその施行細則を定める「環境管理規則」に則

って、環境に配慮した計画を作成する必要がある。今次調査では、2008 年から環境影響評価

全体を管轄する環境局より、EIA（環境影響評価）実施の必要性は低く、環境管理計画を作成

し環境局から承認を得ることで一部改善事業を行うことが出来るとの見解が示された。 

7．過去の類似案件からの教訓の活用 

類似案件の有無： 有 

(1) JICA の類似案件 

・ 3R 推進における住民活動の重要度は、フィリピン国「ボラカイ島地域固形廃棄物管理計画調

査」や同国「地方都市における適正固形廃棄物管理プロジェクト」により強く認識しており、

住民に対する啓発活動の重要性は、「3R ソング」が大きな反響を生んだベトナム国「循環型

社会形成に向けてのハノイ市 3R イニシアティブ活性化支援プロジェクト」の成果から認識し

ている。これらを踏まえ、本プロジェクトでは、住民に対する啓発活動をプロジェクトの１

つの成果として取り組みを強化することとした。 

・ 実施中のエルサルバドル国「地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト」では、パイロットプ

ロジェクトを首都から離れた地方で実施していることから、その成果を中央政府の政策に反

映する上で努力を要している。本プロジェクトにおいても同様に対象地域と環境局との間に

地理的距離が存在するため、廃棄物管理計画作成、啓発活動、3R モデル作成に際しては、環

境局の実質的な関わりを深めるように留意する。 

(2) 他ドナーの類似案件 

・ EU によるナンボロ処分場建設プロジェクトからの教訓として、関係者に対する早期情報提供

やプロジェクトへの巻き込み、それらに基づく合意形成の重要性が挙げられる。今次調査で

は、プロジェクト形成にあたり関係者ワークショップを開催し、参加者全員で対象地域の問

題とその解決方法について共通認識を持った。結果として、本プロジェクトに対する理解は

深まり、モチベーションも向上した。 

8．今後の評価計画 

(1) 中間評価調査：2010 年 2 月頃（予定） 

(2) 終了時評価調査：2011 年 9 月頃(予定)  

(3) 事後評価調査：2014 年 9 月頃（予定）  

 


